
51 食品の安全に係るリスク管理等の総合的な推進
【８３６（８３７）百万円】

対策のポイント
食品の安全に係るリスク管理等を総合的に推進するため、①有害化学物質

・微生物の汚染実態調査、②生産資材の調査・試験や分析・試験方法の開発、
③食品への意図的な毒物等の混入の未然防止策の検討等を実施します。

＜背景／課題＞
・食品の安全性を向上させるためには、生産から消費まで、科学的根拠に基づきリスク

管理を行っていくことが重要です。
・このため、有害化学物質・微生物の汚染実態を踏まえた安全性向上対策の策定、生産

資材（農薬や肥料、飼料・飼料添加物、動物用医薬品）の調査や試験等に基づく使用
基準や残留基準値等の設定・見直し等を行っていくことが必要です。

・また、平成32年のオリンピック・パラリンピック東京大会は、大規模国際イベントで
あり、食品テロ防止対策が必要です。

政策目標
○特定の有害化学物質・微生物の摂取量が許容範囲を超えないように抑制
○生産資材の使用基準や残留基準値等の設定・見直し等を実施
○平成32年のオリンピック・パラリンピック東京大会での食品テロを防止

＜主な内容＞
１．有害化学物質・微生物リスク管理基礎調査事業 ２４７（２４４）百万円

食品を通じて人の健康に悪影響を及ぼす可能性のある有害化学物質・微生物につ
いて汚染実態を調査し、必要に応じて安全性向上対策を検討します。

また、輸出促進に資するよう、国産食品中の有害化学物質・微生物の実態につい
て、国際的に通用する科学的に信頼性の高いデータを整備します。

委託費、補助率：定額
委託先、事業実施主体：民間団体等

２．食品の生産資材安全確保総合対策事業 ５７２（５９２）百万円
生産資材の使用基準や残留基準値等の設定・見直し等を行うための調査・試験や

分析・試験方法の開発等を実施します。
また、遺伝子組換え等の新技術を応用したワクチンの実用化に必要な安全性、有

効性を確認する試験等を行います。

委託費、補助率：定額
委託先、事業実施主体：民間団体等

３．食品テロ防止対策事業［新規］ １７（－）百万円
平成32年のオリンピック・パラリンピック東京大会の期間中に食品テロが発生し、

甚大な被害や我が国農林水産物・食品の輸出拡大への悪影響が生じることを阻止す
るため、選手村、競技会場、プレスセンター等での料理提供に関する食品テロ防止
対策を検討します。

委託費、補助率：定額
委託先、事業実施主体：民間団体等

お問い合わせ先：消費・安全局
１及び３の事業 消費・安全政策課 （０３－６７４４－２１３５）
２の事業のうち

農薬・肥料 農産安全管理課 （０３－３５９１－６５８５）
飼料・動物用医薬品 畜水産安全管理課 （０３－６７４４－２１０３）

［平成28年度予算概算要求の概要］


